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Ｄ. ヨーロッパ共同体法およびヨーロッパ契約法原則

133. ヨーロッパ共同体裁判所の判例法における不当利得法

「不当利得」（あるいは非債弁済の返還請求権）は，ヨーロッパ共同体裁判所の判例法にお

172 いて確固とした存在感を示している。しかしながら，きわめて重要な事例は，一般的に

私法上の諸問題とは関わりがなく，公法の問題と関係する。裁判で判断された事例類型

には，共同体法と適合しない各国の国内法により市民が支払いを余儀なくされた租税や

関税 taxes and duties の原状回復
545）

や，それとは逆に，共同体法の指示に反して構成国が私人

に給付した国庫補助金の返還が含まれる
546）

。不当利得法への言及は，EC条約93条の適用に
関する詳細な規律を定める1999年3月22日の（EC）理事会指令659号

547）

14条にも見いだすこ
とができるかもしれない。

134. 不当利得法に関するヨーロッパ契約法原則の規律

ヨーロッパ契約法原則（PECL）は，自己完結した不当利得法の制度を認めなかった。

しかしながら，PECLは，ヨーロッパ不当利得法原則の意味での不当利得法の要素を示す
多数の条項を含んでいる。PECLの起草者は，将来の発展に委ねるため，〔不当利得法の〕
規律を定式化することを意図的に控え，それらを最小限の必須事項に限定した。それゆ

え，PECL 4:115条（取消しの効果）と15:104条（〔違法性に基づく〕原状回復）を契約総則規定
体系へ組み込んだことは，こうした規定が契約的性質を持つことを教義学的に予め決め

るという意味ではない。PECL 4:115条と15:104条を承継した規定である共通参照枠草案
（DCFR）Ⅱ編7章212条（取消しの効果）とⅡ編7章303条（無効あるいは取消しの効果）は，「不
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当利得の規律」を，すなわち結論的にヨーロッパ不当利得法原則とこれに対応するDCFR
173 Ⅶ編を参照している。PECL 9:305条から9:309条まで（解消の効果）および9:401条2項（代金

減額請求後の返還）は，契約法の問題であり，これはヨーロッパ不当利得法原則で採用さ

れている問題解決方法と対応している。

Ｅ. 条文案に注入されている構想の概観

135. 基本的決定

ヨーロッパ不当利得法原則のための理論的基礎は，Ｂ8からＣ132までで検討した各国
法体系における「不当利得法」に関する拡散した説明を背景にして打ち立てなければな

らなかった。このため，多くの基本的決定がされなければならなかった。第1に，ヨーロ
ッパ不当利得法原則とDCFRは，準契約の範疇を採用しなかった。それに代えて諸規定
は「不当利得法」の広範な概念化に基づいている。この概念化は，とりわけ， ─ 第2の
基本的決定を示す ─ 法律上の原因なく，すなわち，無効な契約や遡及効をもって取り

消された契約に基づいて行われた給付の返還を含む。しかしながら，それは，契約違反

を理由とする一方当事者による解消の後の契約の巻戻しや，消費者の撤回権行使に伴う

契約の巻戻しを含まない。契約に基づいて給付された利益〔の返還〕を含む事例の中でこ

うした異なる類型を区別する線を引くことが，諸規定についての第3の基本的決定である。
第4に，ヨーロッパ不当利得法原則は，債務法の一部と考えられている。ヨーロッパ不当
利得法原則は別途存在する財産の〔物権的な〕返還請求権と連携して（あるいはそれに加え

て）適用可能であるが，その規定が物権的効果を持つかどうか（あるいは持つとしてどのよ

うな要件の下でか）という問題を決定しない。ヨーロッパ不当利得法原則は，その不当利

得法を，単一の基本規範から展開するものとして構造化している。このことが諸規定を

起草する際の第5の礎石であった。その規範の特定の要件は，読者が自律的にそれだけを
取り出して解釈する余地を残していない。その代わりに採られた問題解決方法（第6の基

本的決定）は，こうした特定の要件が構成要件の正確な意味を創り出している〔後の個別の〕

諸規定によって，順に展開されかつ統制されなければならない，ということである。第7
の命題として，ヨーロッパ不当利得法原則の不当利得は補充性原則に服すべきでないこ

とが決められた。むしろ，自由な請求権の競合が認められる。最後に，立証責任を含む

問題は，疑わしい場合には各当事者が自らに有利な事実を立証しなければならないとす

る一般規定によって規律されている。

136. 準契約法の復活はないこと

先に，スタディー・グループは，ヨーロッパ事務管理法原則の定式化と解明に関して

準契約法を復活させないことを決めた。準契約理論を拒否するために持ち出された理由
548）

は，本編の範囲にある法にとっても重要である。この問題解決方法には，今日のヨーロ

ッパでは異論がない。取得した給付の原状回復義務は，黙示の約束に基づくものではな

く，それが消費貸借契約その他の「要物契約」と現象的に似ているとの事実にも拠らな
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い。それに代えて，この義務は，他人の財産に入れられた財産は，それが法律上の原因

なしに取得された（そしてそこに留まっている）とすれば，保持されるべきではない，とい

う趣旨の法的規律で表現される。また，準契約の観念に依拠するとすれば，一般原則の

本質的な法的連続性を妨げ，法の発展に逆行することになってしまうであろう。さらに，

174 ヨーロッパのどこでも，不法行為法と準不法行為法の区別を同様に批判に耐える体系的

な尺度とみなすことはない（このことはすでに古くからそうである）。

137. 錯誤弁済の返還の組入れ

錯誤により行われた給付の返還に関する法を不当利得法の一部として統合するための

解決は（前述C42を参照），準契約概念を採用しないという決定と一貫する。これは，準契

約による債務という擬制を放棄すれば，法律上の原因のない利得以外に批判に耐えるモ

デルが存在しない，という単純な理由による。準則が判例法において固められたものと

みるとしてもなお，このこと〔＝不当利得法による統合〕は試みられなければならない。責

任の範囲や使用できる抗弁を含む諸問題は，基本的な体系的選択に影響しない。

138. 最初から無効である契約に基づいて行われた給付の返還の組入れ

これとは対照的に，少なくとも，契約が（たとえば意思の不合致，必要な形式の不遵守，違

法性あるいは契約当事者に契約締結能力が欠けることにより）最初から無効であるか，後に遡及

効を伴って無効となった場合（主たる例としては取消し）については，行われた給付を原状

回復する義務は本質的に無効の根拠の性質に由来し，それゆえにその瑕疵の直接の結果

であるか，契約が依拠している意思表示の1つの取消権に由来する，という議論が可能で
ある
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。しかしながら，この問題解決方法によれば，条項の数が爆発的に増えてしまうだ

ろうと考えられた。というのは，無効を正当化する個々の理由はそれぞれに，その固有

の原状回復制度を伴わなければならなくなるだろうということが帰結されるからである。

このような冒険的な試みを行うことは，あまりに極端で不要だったであろう。特定の無

効原因に特有の特別な性質は，不当利得法の一般的体系に統合することができる。契約

の無効のすべての場合に適用される共通原則を繰り返す必要はないのである。PECLと
DCFRの下では取消しが取消権を行使できる者のたんなる意思表示だけで効果を生じる
ことも注目に値する。それゆえ，契約の無効の宣言には裁判所の判断は不要である。こ

れを出発点とすれば，原状回復義務は，裁判所にこの問題について宣言を求める必要が

ないという事実ゆえに，法定的なものとして債務法に存在しなければならない。


